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※２次評価の公表後に住民等の意見があった場合には、再度公表するものである。

664,000.01,088,000.0163.8
　平成21年度は各種補助金等で周辺海域に魚類（トラフグ、ヒラメ、マダイ、カサゴ、オニオコゼ)を442,000尾、貝類(アワビ、サザエ、アサリ等)646,000個を放流して、漁獲増大と資源確保を図った。港勢調査によると平成6年度の17,000トンであった漁獲量は年々減少傾向であったが、平成17年頃から7,000トン前後の横ばい状態となり、平成20年には、6,700トンとなっている。　沿岸漁業の資源回復を図る目的で、持続的に種苗放流を実施しているが、漁獲高が現状維持にとどまり資源回復までには至っていない。　単に種苗放流数を増やすのではなく、放流された稚魚・稚貝の棲み場環境を作っていく必要もあることから、藻場の保全・造成に重点を置く必要がある。

1,500.0 3,000.0 3,000.0
Ｈ１９実績　Ｂ 単位

総合計画の位置付け政策名称施策名称 自立する産業の育成、雇用の確保水産業の振興
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基基基基 本本本本 事事事事 業業業業 評評評評 価価価価 表表表表基本事業名称 栽培漁業・資源管理型漁業の推進
116 関係課名水産課 基　本　事　業　の　目　的　重要な水産資源の維持・増大を図るため、栽培漁業を計画的、効率的に推進するとともに、稚貝・稚魚の棲み場である藻場の回復に努め、漁業者自らの取り組みによる資源管理型漁業を推進することを目的とする。基　本　事　業　の　成　果

年　　　　　　　　度 Ｈ１８ Ｈ２１目標達成年度 平成２６年度 目標達成年度 平成２６年度
1,262,700.0Ｈ２０ Ｈ２２664,000.0 1,088,000.0190.1

減少する水産資源の確保のため、継続的な放流や藻場造成を図る必要がある。これにより漁家の経営の安定化に資することが必要。また資源管理においては事業後の追跡調査・分析を的確に行い事業効果を検証していくことで次の振興策を打ち出せるものとすること。

成　果指標１ 目標　Ａ 664,000.0 664,000.0達成率　Ｂ／Ａ 131.6 122.6874,340.0 814,500.0

２次評価住民等の意見町の対応

１次評価 現状課題改善

成　果指標２ 目標　Ａ 単位実績　Ｂ達成率　Ｂ／Ａ 1,500.0 6,000.0100.0 200.0

種苗放流数成果指標名称　１ 成果指標名称　２ 藻場造成成果指標の積算根拠 放流数／目標数値 成果指標の積算根拠 設置面積／目標数値目標達成数値 1,088,000尾・個 目標達成数値 7，500㎥


